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今後 の 法制度 の研究 ､ 特 に民 事の 法制度 の研究にお い ては ､ 日常的 ･ 基本的な紛争事例
の 法的解決にお い て 《より 多く の 国民が 望み納得する解決》 とは何か と い う視点を踏ま え
て ､ 立 法 (民法等) ､ 判例 ､ 学説を検討す る こ とが重要で あると思われ る｡ た と えば ､ 不
動産の 二 重売買にお いて ､ 第二 買 主は登 記を経由すれ ば悪意 (単純悪意) 着であ っ て も第
- 買主に優先 し当該不動産の 所有権 を取得す る とい うの が判例 であ る ｡ こ の ような解決 は ､
多く の 国民が 望み納得す るもの なの か ､ そ れ ともそ うで は ない の か ｡ も し､ 多く の 国民が
望み納得 しない解決だと した ら ､ 法の 解釈 . 適用を担う司法 は今 一 度自己点検をす る必 要
が あろう｡ また ､ 立法担当者は改正 の 要否を検討す る ことを必 要と しよう｡ 逆 に ､ 多くの
国民が望 み納得す る解決で ある と した ら ､ 判例 に反対す る学説 (悪意者排除説) は自 らの
見解を今 一 度再考すべ きで はなか ろうか ｡ さら に ､ こ の 場合にお い て ､ 多く の 国民が 登 記
を所有権取得 の 決 め手 (要件) と考 え ､ こ の ような制度が 望ま しい もの と考 えてい る と し
た ら ､ 立 法そ の も の の 点検が必 要と なり得よう｡ もち ろん ､ こ れ らの 点検 ･ 検討 ･ 再考 の
結果と して ､ こ れ まで の 立場 を維持す る こ とも十分あり得るが ､ そ の 場合に は改 めて 明確
な理由が 必 要と されよう｡
これ ま で実定法学 (学説) は ､ 各紛争場 面にお い て ､ 判例 を分析する と共 に ､ 立法者意
思 ､ 比較法 ､ 論 理整合性 ､ 抽象的 ･ 具体的正 義の 実現等の 観点 に基づ い て ､ 各論者が 妥当
とす る解決 (解釈論な い し立法論) を提示 してきた｡ そ こ にお い て は ､ 多く の 国民が 望み
納得する解決と い う観点は必ず しも採 り入れ られて こ なか っ た ｡ こ の観点を 導入 しようと
の 試み が ､ 本研究の 発端で あっ た ｡ 本来 ､ 法は ､ 国民の た め に存在す る (民 法典の 現代語
化も こ の観点か らの も の で ある) ｡ 立 法者 ､ 裁判官 ､ 法学研究者は ､ 特定 の政策目的 の 実
現や先例 の尊重 ､ ある い は立 法者意思や論理整合性等の 追究の み に目 を奪わ れ ､ 国民の 声
に耳 を傾 ける こ と を怠 っ て はな らない ｡ こ れ まで の 実定法学研究 にお い ても ､ 法の 解釈 ･
適用 の 場面にお ける ｢社会通念+ 等 の概念 に見られ る よう に ､ 一 般的 ･ 抽象的には 《よ り
多く の 国民が望み 納得す る解決》 を意識 して きたと思われ るが ､ たとえば ｢社会通念+ が
客観的 ･ 具体的 な形で共有され る こ とは なか っ た｡ 今日の わが国の ような - 定程度の 成熟
を遂 げた市民社会 ない し生活 の あ らゆ る場 面にお い て法化 しつ つ ある社会にお い て は ､ 法
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律実務家や法学研究者は ､ どの ような結論を導く かは 別と して ､ 自己の 法的判断や理 論の
足場な い し背景と して ､ 《より 多くの 国民が望み納得す る解決》 を明確 な形 で認識 して お
く 必要が ある と思 われ る｡
基本的に は ､ 以上 の ような視点か ら ､ 本プ ロ ジ ェ ク トにお い て は研究を始 めた ｡ ただ し ､
そ の テ ー マ に つ い て は ､ 何 か特定 の 1 つ の もの とせずに ､ 本プ ロ ジ ェ ク ト参加者各自が現
在取り組ん で い る各テ ー マ にお い て ､ こ の 点 を直接的ない し間接的に意識 して研究を しよ
うと い う こ とと した ｡ そ の た め に ､ 本報告吾は ､ 全く違 っ た テ ー マ に 関する論文の 単なる
寄せ集め とな っ て しま っ た こ とも否定できない ｡ た だ ､ どの論文に も､ 程度 の 差はあ るが ､
上 記の 点 が意識 され て い るもの と 思われる｡
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マ ン シ ョ ン 管 理 費 ｡ 修 繕 積 立 金 の 亨肖 滅 時 効
一 最高裁平成 一 六 年四月 二 三 日判決 (民集五八巻 四号九 五九 頁) を素材と して 国琴の 望
む 法の あり方 を考える 一
千莫大学教授
鎌野 邦樹
- 事案 の概要
本件は ､ マ ン シ ョ ン の管理組合Ⅹ が その 組合員で ある区分所有者y に対 し､ 滞納管理費
お よ び特別修繕費の 支払 い を求めた もの で ､ それ らの 消滅時効が主た る争点 とな っ た事案
で あるo Y は ､ 平成 - o年 三月 三 一 日 ､ A よ り本件マ ン シ ョ ン の 五0 六号室 を寛い受 けた .
と こ ろが ､ A が 平成四年 - 月 分か ら平成 - o年 四月分まで の 六年 四か月 分の 管理費 ･ 特別
修繕費 (以 下､ 管理費等ともい う) 合計額 - 七三 万余円を滞納 して い た｡ 管理組合Ⅹ は ､
同管理費等の 支払義務は Y に承継 されたと して (建物 の 区分所有等に関す る法律 〔以下､
区分所有法 とい う〕 八条) ､ 平成 一 二年 - 二月 四 日 ､ Y に対 し ､ その 支払い を求め る旨の
支払督促 を越谷簡易裁判所 に申 し立 て た｡ こ の督促事件は ､ Y が督促異議の 申立て を した
こ とに より本件訴訟 に移行 した｡ Ⅹ の 管理費等の 請求 に対 し､ Y は ､ 本件の 管理費等の 債
権は民法 - 六 九条所 定の債権に該 当 し､ 同条所定 の 五年間の短期消滅時効 に より消滅する
旨主張 して ､ 本件管理費の うち支払期限か ら五年 を経過 した 平成四年 一 月分 から平成七年
- 二月 分まで の も の (合計額- 0 四 万余円) に つ き平成 一 二 年 - 一 月三 0 日 の経過をも っ
て 消滅時効を援用 (平成一 三年三月 三 - 日 の 本件口頭弁論期 日にお い て援用) した｡ また ､
Y は ､ Y の前 区分所 有者らが滞納 した 管理費等に つ い て ､ Ⅹ が 管理費を長期か つ 多額 に至
るまで請求 ､ 回収 しない で おきなが ら､ Y に対 して全額請求す るの は権利の 濫用と して許
され る べ き で ない と主張 した｡
なお ､ 本件 マ ン シ ョ ン の管理規約 にお いて ､ 管理費 ･ 特別修繕費に 関 しては 次の よう に
定め られて い た｡
組合員で ある 区分所有者は ､ 敷地お よび共用部分等 の管理に 要する経費に充て るため ､
管理費等をⅩ に納入 しなけれ ばならず､ その 額に つ いて は ､ 各区分所有者の 共用部分の 共
有持分に応 じて算出 し､ 毎会計年度 の 収支予算案に より ､ 総会の 承認 を受けるもの とする
(二 五条) Q 特別修繕費は修繕積立金 として積み立 て るもの とする (二 八条 一 項) o x は ､
管理費等に つ い て ､ 組合員が各自開設する預金 口座か らの 自動振替の方法等により翌月分
を毎月 末日 まで に 一 括 して受け入れ る方法 に より徴収す るも の とする (五 八条 一 項) o 管
理費等の額 ､ 貝武課徴収方法等に つ い て は ､ 総会の決議を経なければならない (四七 条) 0
第 一 審 (さい たま地裁越谷支部平成 一 三年六月 - 四 日) お よび控訴審 (束京高裁平成 -
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三年 - 0月 三 一 日) は､ Y の 前記短期消滅時効の抗弁を排斥して ､ Ⅹ の 請求を認容す べ き
もの とした｡ Y 上普 (第 一 審, 控訴審の判断およびY の 上告理由につ い て は後に詳しく述
べ る)｡
本判決の判断の骨子
最高裁 は ､ 次 に示すように ､ Y の主張を受け入れ短期消滅時効を適用 して , Ⅹの請求債
権中支払期限か ら五年を経過して いた部分に つ きⅩの 請求を棄却 した0
｢査監萱 地 遥金堂重畳追塾
迦 逗盟
出 盛遊金塵
塾 地
その 具体的な額が共用部分等の管理 に要する費用の増減に伴い ､ 総会の決議に より増減す
る ことがある として も, その ことは､ 上記の 結論を左右する もの で はない ｡
そうする と､ 本件管理費等 の うち平成四年 一 月分から平成七年 - 二月分まで のもの (令
計額 - ○四 万○ 二 0 0円) につ い て は､ 消滅時効が完成して い る ことになるから､ Ⅹ の請
求は､ 上記時効完成分を除いた六 九万 九七 二 0 円およびこれに対する支払督促の送達の 日
の翌 日で ある平成 一 二年 一 二月 一 三 日から支払済みまで年五分の 割合 による遅延損害金の
支払を求め る限度で 認容すべ きで ある ｡+
なお ､ これに は, 福田博裁判官の 次のような補足意見が ある ｡
｢論旨は､ 管理費及び特別修繕費の 双方につ いて実体的に 一 体のもの と して 民法
- 六九
条に基づく短期消滅時効を主張 して おり, 現行法の解釈として は､ 法廷意見が述べ るとお
り, これ を首肯せ ざるを得ない ｡
しか し ､ マ ン シ ョ ン等の 区分所有建物 において は､ 経常的な経費を賄うために徴収され
る通常の 管理費とは別 に ､ 共用部分の経年妨イヒ等に対処するための 修繕費用は必ず必要な
もので あっ て ､ これ を区分所有者全員で負担しなければならない ことはいうまで もな い｡
そのため に要する費用 は往々 にして多額に上る ことから､ これ を修繕を行う際に 一 度に徴
収する ことは実際的とはいい難い ｡ そ こで ､ 管理組合が長期的な収支見通 しの下で計画的
な積立て を行っ て これに備える の が修繕積立金と呼ばれるもの で あり､将来の備えとして ､
この ような対応が必要とな る こ とは当然の ことという ぺ きで ある ｡ この ような修繕積立金
は, 区分所有建物の 資産価値を維持保全するための もの で あり ､ 究極
`
的に は個々 の区分所
有者の 利益 に港元 される の で あり■, また､ 区分所有関係を維持して いくために必要不可欠
の負担 という こともで きる ｡ 修繕積立金の この ような性質 にかんがみる と ､ 短期消滅時効
の適用 により, 不誠実な 一 部の 滞納者がその 納付義務を容易に免れ る結果とならないよう
にする ための適切な方策が､ 立法措置を含め十分に検討され る べ きもの と考える ｡+
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本判決の意義
本判決 は ､ 管理費等の 消滅時効が 一 般の 債権と同様 に - 0年の消滅時効に かか る の か ､
それとも , 民法 - 六九条の 定期給付債権として 五年の消滅時効にかか る の か につ い て ､ こ
れまで未公刊 の最高裁判決 (五年の 短期消滅時効 を認めた平成五年九月 - 0 日判決) が存
在す るもの の ､ 下級審の 判断は ､ 民法 - 六 九条の適用 を肯定する もの (東京高判平成 - 料
年六月 - 二 日判例集未登載) と否定するもの (本件第 一 審判決 ･ 控訴審判決の ほか東京地
判平成九年八月 二 九 日判夕九八五 号 - 八八頁) とに分かれて い た ところ ､ 最高裁として 明
確 に判断 を下したところ に意義がある ｡ この 間題は ､ 今日､ 現実に ､ 滞納管理費問題と し
て ､ 多く の マ ンシ ョ ンにお いて生 じて い るか ､ または､ 生じる可能性の ある 問題で あり ､
本判決が与える影響はきわめて大きい ｡ また､ 本判決 (特に補足意見の 指摘) を契機に ,
ある べ き立法 に つ い て の 検討もな される こ とになろう｡ 以下で は ､ 管理費等に つ いて 民法
- 六 九条の 定期給付債権 と して の 五年 の 消滅時効 にかか る の か 否か という点に絞っ て 見て
いきたい ｡ この点につ いて は ､ これまで 学説上は とん ど議論がなか っ たと ころ ､ 本件の 第
一 審および控訴審の審埋 において はぼす べ て の議論が尽くされたと思われる .したがっ て ,
まずはこれ を詳細 に見て い き (四)､ そ の 上で ､ 私見 を述 べ (五)､ また ､ 今後の 課題に
関して も若干 の 言及 をしたい ｡ なお ､ 本件は ､ 管理組合が前区分所有者 の 滞納管理費等を
特定東 継人 に請求 した事案で あり ( 区分所有法八 条参照)､ この こ と との 関係で管理組合
の 請求が権利の濃用 とな るか とい っ た点も争点となっ たが､ こ の点 に関連する 問題や ､ 現
区分所有者 Yが前区分所有者の 滞納分で はなく自己の債務 と して入居以後 の管理費の み を
支払っ て い る場合の 法 的問題 (弁済の充当 ､ 時効完成後の承認等の間遠)､ 消滅時効制度
の 中におけ る - 六八条 ･ - 六九条の位置 ､ および ､ 管理費の 滞納と区分所有法五九条との
関係とい っ た問題 に つ いて は, 本稿で は必要な限りで触れる にとどめ ､ 他日, 別 に論ずる
予定で ある (私法判例リ マ ー クス 三 一 号5事件)｡
四 第 一 審 ･ 控訴審および上告理 由
1 第 一 審で の当事者の主我および第 一 審の判断
第 一 審にお い て ､ Y は ､ 管理費等は区分所有者で あれば当然 に負担しなければならない
もの で あり ､ 会計年度ごとに総会に よっ て決定され ､ 賦課 され るもので はな いから､ 管理
費の 支払義務 は定期給付債権 (債務) で あり､ 各月 の管理費は支分権たる債権 (債務)
で ある の で, 民法 一 六九条の 短期消滅時効の 適用を受ける と解す ぺ きで あると主張(抗弁)
したの に対し, Ⅹは ､ 管理費等の 支払義務の具体的発生は , 毎期の総会に よっ て 生じるも
の で あ り (管理規約二 五条, 四 七粂)､ その請求債権は基本権たる債権の存在を前提とす
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るも の で はなく ､ したが っ て ､ 消滅時効期間は民法 一 六七 条 一 項 により - 0年で ある と主
張 した ｡
第 一 審判決は ､ 民法 - 六 九条 に いう債権とは, 基本権たる定期金債権(定期金債権とは ､
定期に 一 定の 金銭その 他の 代替物を給付させる ことを目的 とする債権 ､ すなわち､ 一 定期
日の 到来によ っ て 逐次毎期の 債権 を成立させ て ゆく包括的な債権をいう ｡) か ら発生す る
支分権で ある ことを要すると した上 で , 本件にお いて 臥 管理費等の 根拠 となる の 臥 管
理規約二 五条に基づくもの と認 められるが､具体 的な管理費等の額および賦課徴収方法は ､
毎会計年度 ごとに ､ 総会 の 決議 により決定され るもの と認められるか ら ､ 管理規約 二 五条
に基づく請求権は, 一 定期日の到来によっ て逐次毎期の 債権 を成立させて ゆく包括的な債
権で ある とはい えず､ したがっ て ､ 管理費等 は､ 定期金債権から発生する支分権とはいえ
ない と判示した ｡
2 控訴審で の 当事者の主張
控訴審にお い て は , Y は､ 第 一 審判決が本件管理規約 二 五 条三項 (｢管理費等の 額は､
毎会計年度の 収支予算案により ､ 総会の 承認を受ける もの とす る+) に基づいて 具体的な
管理費等 の額および賦課徴収方法は毎会計年度 ごとに総会 の決議によ り決定 され る と判断
した ことに対 して , 本件管理規約二 五条三項の 趣旨は､ 規約自体で管理費等の具体的な金
額を定めると管理費等の 増減を適宜 に行うことが困難とな るため に金額の決定を総会の承
認を要す るとしたもの にすぎず, 総会の 東認を受ける ことによ っ て初めて管理費等 の 債権
債務が発生 ･ 成立するわけではない と主演 した ｡
Y の 主預に対 して ､ Ⅹは ､ 本件管理費等につ いて 次の 二点から反論す る o ① ｢管理費等
は , 管理 業者 へ の 管理委託費､ 各種設備の保守点検費､ 水道光熱費, 保険料 ､ 備品消耗品
費､ 通信費有線放送費などの 費用 に充てられ ､ 各区分所有者が区分所有権を有する ことに
基づきそ の都度発生する もの で ある ｡ その ため､ 管理費等の 執事､ 毎会計年度の収支予算
案により､ 総会の 東認を受ける もの とされ､ その 収支予算は総会の決議を受 けなければな
らな い とされて い る (本件規約二 五 条三項 ､ 四 七 粂 (2))｡ したが っ て , 区分所有者の
管理費等 の支払義務は , Ⅹの毎期の総会に よっ て具体的に生じるもので あり, 管理費等の
請求債権は､ 基本権たる定期債権の存在を前提とす るもの で はない ｡ そうする と､ 消滅時
効期間は ､ 民法 - 六七粂 一 項に より - 0年で ある ｡+ すなわち , 毎月の管理費等の 債権の
消滅時効は ､それぞれ - 0年の消滅時効にかかる と言うの で ある( - 六八粂の適用はな い)｡
①Y主張の ように本件管理費等 が民法 - 六八 条に規定する基本権たる定期金債権の 支分
権で ある とする と , ｢この基本とな る債権は同条により消滅時効にかかる こと になるが ､
区分所有者 は､ 区分所有建物を所有し共用部分の共有持分を有する限り､ その 時点で の管
理費等の納付義務を負うもの で あり､ 基本となる債権が消滅時効にかかっ たため管理費等
の納入義務を将来的にも全く負わない 区分所有者が存在する ことになるな どの こ とは理論
的に認め得ない もので ある ｡+
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ただ ､ 思う に ､ 賃料債権につ い て賃料を払わなくて もよい賃借権は認める ぺ きではなく ､
したが っ て ､ 賃料債権に つ いて 民法 - 六八 条の適用はない とする のが通説で ある と思われ
る と こ ろ (川島武宜編･ 注釈民法 (5)､ 有斐閣, 昭和 四 二 年 〔平井宜雄〕 三 二 六 頁),
マ ンシ ョ ンの 管理費等 の債権 に つ いて も､ これと同様 に ､ 共用部分の 共有持分を有 しつ つ
その 費用負担 を免れる こ とを認める べ きで はない と考え られるが､ この こ とは､ 管理費等
を民法 一 六 八条 に規定する基本権たる定期金債権の 支分権 である と解する ことと必ずしも
矛盾す るもので はない ｡
3 控訴審の判断
すで に述 べ たように ､ 控訴審は第 一 審を支持し ､ Ⅹの 請求を認め ､ Y の控訴を棄却 した ｡
控訴審 の 判断は ､ Ⅹの 主張および第 一 審の判断を基礎に ､ 管理費等の 消滅時効期間は 一
般 の債権 と同様 に - ○年で あり､ 民法 一 六九条によ り五年で はな い こ とを ､ きわ めて詳細
に理論面および実質面 (政策面) か ら述 べ て い る . やや長 くなるが ､ 次 に ､ (1) 民法 -
六九条の趣旨 ･ 目的 ､ (2) 本件管理費等の性質 ､ (3) 民法 - 六 九条を適用 した場合の
不当性の順 に , 記 して おく ｡
(1) 民法 - 六九条の趣旨 ｡ 目的
民法 一 六 九条は ､ ｢ 一 般 に定期給付債権 といわれ ､ 基本権たる定期金債権 ( 民法 - 六八
条 一 項) か ら発生する支分権で あっ て ､ かつ その 支分権の 発生 に要する期間が 1年以下で
ある債権 を指すもの といわれて い る ｡ また ､ 民法が定期給付債権に つ きこの ような短期の
消滅時効 を定めたの は､ 定期給付債権の場合, 例えば賃料 ､ 扶養料, 給料等の典型例 に見
られ る とおり､ ①その弁済がない とたちまち債権者に支障が生じるの が常であ っ て 慣習上
債権者が請求を怠る ことが少なく債務者も長く弁済を怠る ことが少ないか らで あるととも
に ､ ②その 額が通常多くないため支払が された場合にもそ の 受取証の 保存が怠られがちで
証拠方法 の 保全が困難で あるため､ 短期消滅時効の制度を設 けて債務者 を救済す る こ とを
目的と したも の とい われて いる ｡+ (① ､ ②につ い て は筆者が付けた ｡)
(2) 管理費等の 性質
｢管理 費は､ 抽象的には､ 本件マ ンシ ョ ンの 区分所有者が ､ その地位に基づいて 当然負
担しなけれ ばならな いもので あるが ､ その性質上 ､ その 額は､ 共用部分の管理の ため現実
に要する費用を基礎として 定められるもの と解される ｡ また , 特別修繕費も､ 毎月 一 定額
を積み立て るのが通常で あるとして も､ 特別の必要がある場合には ､ 追加徴収等が必要と
なる場合が当然に考 えられる ｡ - - 原則 として毎月 一 定額が徴収される ことたなっ て
いるが ､ 当初策定された予算案で は賄えないような臨時の 出費等が生じた場合に は､ 毎月
徴収する管理費等とは別に､ 管理費等を臨時､ 特別に徴収する こ とが予定されて いる ( 本
件規約五八条 一 項ただし書) のみならず､ 収支決算の 結果, 管理費に余剰が生じた場合に
は､ その 余剰は翌年度にお ける管理費に充当され ､ 管理費等に不足が生じた場合には､ 組
合員に対し ､ 共用部分に応じて 算出された割合により ､ その都度必要な金額の負担を求め
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る こ とがで きる (本件規約五九条 一 項､ 二 項) とされる ｡ こ の よう に , 管理費等 に つ い て
は､ 毎年 , 共用部分の 管理の ため現実に要す る費用を徴収する こ とが予定されて い るの で ､
｢管理費等 の 額は ､ 毎会計年度の 収支予算案に より, 総会の 承認を受けるもの と とする ｡+
(本件規 約二 五条三 項)､ 収支予算及び事業計画 は総会 の 決議を要する (本件規約四 七粂
(2))こととされ , 徴収額が前年度 と同様の 場合 には決算終了後 3 か月以内に 開催され
る通常総会 にお ける予算の 承認決議 という形で管理費等 の額が決定されるが､ 前年度の 管
理費等の 収入支出の バ ランスが大 きく崩れた場合は, 決算終 了後3か月以内に開催される
通常総会において 管理費等の額の 改定の審議を行い ､ 管理費等を改訂する慣行となっ て い
る ｡
この よう に ､ 管理費等 は, 原則的には毎月 一 定額を支払う形 になっ て い るもの の , 共用
部分の 管理 の必要 に応 じて , 総会の 決議によりその 額が決定され ､ 年単位でそ の 増額, 余
剰金の 管理費組 み入れ等 による減額等がされる こ とが予定されて い る こ とを考慮する と ,
管理費等 に つ い て は , 毎年要す る経費の変化に応じて その 年額 (したがっ て その - 二 分の
一 に当たる月額) が定まる もので あ っ て , どの年にもその 額が 一 定となる もので は ない か
ら, 本件規約 二 五条 一 項 による区分所有者の管理組合 (Ⅹ) に対する管理費納入義務 は､
一 定の 金銭の支払 を目的とする債務とはい えない ｡ すなわち , Yが区分所有者に対して 同
項 の 管理 費等の納入 を求める ことがで きる権利は ､ 民法 - 六九条の解釈適用上そ の存在が
予定されて い る基本権たる定期金債権の性質を具備す るもの とは認めがたく ､ それゆえ本
件管理費の納付 (支払) を請求する債権も基本権たる定期金債権か ら発生す る支分権の性
質を具備す るも の とはいえない の で ある ｡
(3) 民法 - 六九条を適用 した場合の不当性
控訴審の結論は , 右の (1) (2) の理由 によっ て尽くされて い る とも思われ るが ､ 控
訴審判決で は､ さ らに ､ ｢民法 - 六九条が定期給付債権に つ き短期消滅時効を定 めた目的
に照 らし､ 本件管理費等の 請求債権が定期給付債権に当たり ､ 五年の 消滅時効にかか るか
否かを検討す る ｡+ として ､ マ ン シ ョ ンの管理費等 につ いて 五 年の 消滅時効にかか ると し
ない と実際上不都合が生じる の かという観点か ら､ また､ 五年の 消滅時効 にかか るとした
場合に実際上 どの ような不当な結果を招来させ るかとい う観点 (政策的観点) か ら､ 次の
ように述 べ て い る ｡
｢管理費等は ､ 上記ウ (前記 (2))の とおり , 毎年､ 通常総会の決議に よりその癖が
決定され ､ 本件マ ンシ ョ ンの各区分所有者に各自の負担額が周知徹底されるもの で あっ て ､
賃料 ､ 扶養料, 給料等の典型例 に見られる ような ､ そ の弁済がない場合 に債権者に深刻な
支障が直ち に生じる とい うこ とに はならず､ある種の 公共的な負担金 に近い 性質がある(し
たが っ て公共的精神に乏しい区分所有者にあっ て は管理費等の 支払を怠り ､ 延滞金が累積
す る例も生じやすい ｡) と認められ るの で あり, また ､ 管理費等に つ い て は､ 銀行 口座か
らの 自動振替の 方法に よる ことが 一 般化 して きており ､ 本件マ ンシ ョ ンにおいて もこの方
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法によ り管理費等 を支払う ことが規定 されて い るの で あり ､ 管理費等 に つ い て は ､ ｢支払
がされた場合に もそ の受取証の 保存が怠られがちであ っ て 証拠方法の 保全が困難であ る+
とい う こ とも考 えにくい ｡ この ように見て くると ､ 民法 - 六九条が短期の 消滅時効 を定め
た目的に照らすと , 管理費等の 支払 に つ いて 同条を適用 し, 短期の 消滅時効にか からせ る
必要性は 乏しく ､ か つ ､ 適当で もない といわざるを得ない ｡ 特に , Ⅹ の ようなマ ンシ ョ ン
管理組合の 場合 ､ 管理費を滞納して い る区分所有者に対 し､ 訴訟を提起す るなどの方法を
含め ､ 未払 の 管理 費等 を請求する冬めには ､ 建物区分所有法二 六条四項 , 本件規約五九条
二 項な どの 規定 により､ 総会の 決議を経る こ とを要 し, か つ ､ 本件でも実際に見 られ るよ
うに弁護 士に委任す る こ とが必要 となる例 も多い ため､ そ の よ うな手続きを踏み ､ 費用を
投じて請求し, 未収分の 回収を 図る こ とは ､ 区分所有者多数の 同意を とりまとめる ことを
含め事実上かなりの 困難を伴い ､ 相当の時間を要する ことになる ので ある から, 管理費等
の 請求債権を短期の消滅時効 にかからせ る ことは､ 管理組合､ ひ い て は遅滞なく管理費等
を支払 っ て い る善良な区分所有者の いわれなき負担 ･ 犠牲におい て , 管理費等を遅滞 して
い る 区分所有者 を不当に利す る こ とになるおそれがある ｡ すなわち ､ これらの 区分所有者
が ､ 管理費等の 納付を怠りながら , 他の 善良な区分所有者の負担 ･ 犠牲の も とに現実に共
用部分を使用 し, 又 は利用す る こ とになる こ とを考慮する と､ その 不当性は無視し得ない
ものがあ るといわ ざる を得ない ｡+
4 上告理由
Ⅹは, 控訴審の 判断には民法 - 六九条の解釈に誤りがある とし ､ 右の (1) (2) (3)
の そ れぞに につ い て , 次の (1) (2) (3) の ように反論 した｡
(1) 民法 一 六九条の趣旨 ･ 目的につ いて
民法 - 六九条の趣旨 ･ 目的は､ 控訴審が挙げる理由 (前記3 (1) の①②) の み で なく ､
｢さらに ｢定期的に給付を受ける べ きもの を放置 して おいて 一 挙に債務者に弁済を迫る と
債務者を破綻に 陥れる おそれ の ある こと+､ ｢権利の不行使はその定期給付が生活上必要
でな い こ と+ な ども趣旨 ･ 目的となっ て い る ｡ 後二者の趣旨 ･ 目的からすれ ば､ 管理費等
の債権は , むしろ五年の短期消滅時効にかかる べ きで ある ｡+
(2) 本件管理費専の性質につ いて
控訴審は ､ 管理費等につ いて は , 毎年要す る経費の変化 に応じて その年額が定まるもの
であっ て ､ どの年にもその 額が 一 定となるもの で はない として ､ 極めて例外的な場合を強
調するが , 本件管理費につ いて は ､ 平成四 年二月分から平成
- 0年四月分に至 るまで ほ ぼ
全期間, その 額は 一 定であり､ 同金額を超えて ､ さ らに特別徴収 した事実は存しない ｡
(3) 民法 - 六九条を適用 した場合の不当性につ いて
控訴審は､ 管理組合が現実に管理費の未収分の 回収をはかる ことは ｢相当の 時間を要す
る ことに なる+ とい うが ､ 短期消滅時効にかか るまで の時間を要する とは通常は考えられ
ない し ､ また､ 長期間の未収の状態 を放置 して いたの は , 管理組合側の 業務の 怠慢で あり ､
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支払 い を遅滞 した区分所有者の みが ｢不当に+ 利する とまで はいえない ｡
五 管理費 ･ 特別修繕費の 消滅時効 (私見)
1 管理費 ･ 特別修繕費の 性質
本件マ ン シ ョ ン (分譲マ ンシ ョ ン業者最大手の 供給した マ ン シ ョ ン) の管理規約は､ マ
ンシ ョ ン標準管理規約に準拠 したもので あり , 今日､ 約九割の マ ンシ ョ ンの管理規約がマ
ンシ ョ ン標準管理規約 に準拠したもの で ある (国土交通省調 べ) こ とを考慮すると ､ 本件
事例お よび最高裁判所の 判断は､ わが国の マ ンシ ョ ン ー 般 に当てはまり､ そ の 影響力は大
きいもの と言え よう｡ さて , それで は ､ 本件 マ ン シ ョ ンにお ける ような管理費および特別
修繕費の 性質 をどの ように考える べ きか ｡
先に示 した本件事案 ･ 本件規約に即して ､ 各区分所有者 に管理費等の 債務が発生する プ
ロセ ス を具体的に 見て い こう｡ 本件規約で は､ ①各区分所有者にそ の 共有部分の 共有持分
に応 じた管理費等の 支払債務がある と した上で (二五 条 一 項 ･ 二 項)､ ②その徴収方法(月
単位の支払 いで 毎月 末まで に翌月分を各自が開設す る預金 口座か ら自動振替の 方法等によ
り管理組合の 銀行 口 座 に支払 う) を定め (五 八粂 一 項), また､ ③そ の 当該年度の具体の
額は ､ それが前年度の額を変更 しない場合には収支予算案の 議事 の中に記載する形で ､ そ
れを変更し改訂す る場合には これとは別個の 議事 と して , 理事会が(通常) 総会に提案 し､
その 東認な い し決議を経る (ニ五条三項 ､ 四 一 条三項 ､ 四 七粂､ 五四条)､ とされて い るo
この ような プロセス が ､ 本件両当事者および策 一 審 ･ 控訴審判決に共通 した認識で あっ た
ように思われる ｡ ただ ､ Y は､ 右の①を重視し､ この時点で基本権たる定期金債務が成立
し､ ③を経て 具体 の 支分債務たる毎月の 管理費等の 支払債務が発生す る と解して いた と思
われる . これ に対し ､ Ⅹおよび第 一 審 ･ 控訴審判決は､ ③を重視し ､ この 時点で初めて 各
区分所有者に管理費等 の 債務が発生すると解して い たと思われる ｡
しかし
､
, 両者の 立場とも ､ 次の 点の 認識が欠落して いたと思われる ｡ すなわち ､ 本件規
約におい て も､ マ ン シ ョ ン標準管理規約 (〔単棟型〕 四八 条) と同様に ､ 管理費等の額 (具
体的な額) に つ いて は ､ 管理組合設立時の総会の決議で決定される ことが予定されて い る
の で ある ｡ 本件規約 四七条は.､ ｢次の 各号 に掲げる事項 に つ いて は ､ 総会の 決議を経なけ
ればならない ｡ (1) 収支決算及び事業報告, (2) 収支予算及び事業報告 ､ (3) 管 理費
等及び使用料の 額並び に賦課徴収方法, ( 以下省略)+ と定めて い るが , ｢(3) 管理 費等
及び使用料の額+ とあるように ､ 管理費等の具体の金額に つ いて も､ 当該マ ンシ ョ ン の最
初の総会におい て毎年要する経常的な軽費等を勘案して 決定がなされる こ とが予定されて
い るもの と思われる ｡ 実際にも, これに従っ て最初の設立総会で 金額が決定され､ 入居直
後から管理 費等の 支払いがなされ る の で ある ｡ そして , それ以後の通常総会 におい て は､
これ を基礎に , 毎年右の ③の 手続が行われ る ｡ この ことは, 管理組合および各区分所有者
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の 共通 の認識で もあっ て ､ Ⅹの 主菜および第 一 審 ･ 控訴審判決がいうよう に ､ 管理費等 の
具体的な額が ､ 毎年毎年､ 当該年度の 経費を勘案 しながら - から議論された上で総会決議
におい て決定され るという ことに はならない の で ある ｡ 毎年 の経費等に つ いて も基本的に
は設立時 に定型化され決定されて い る ｡
なお ､ さらに現実を直視 して , より正確 に述 べ る と , 一 般的 には ､ 分譲段階におい て具
体的な管理費 ･ 特別修繕費 (修繕積立金) の額 (の案) に つ いて も分譲業者によっ て決め
られてお り (マ ン シ ョ ンの 分譲広告 を見よ), 各区分所有者 は､ 購入時におい て 分譲業者
か ら示 される いわゆる原始規約 (区分所有法四五 条二 項) と共に ､ 毎月徴収される べ き管
理費等の 額に合意して(これ により癌果的に書面に よる全員の 合意があっ た こ とにな る ｡)､
区分所有関係 に入る の が実態で ある ｡
右の点 を考慮する と､ 第 一 審お よび控訴審は , 他 の 多く の マ ン シ ョ ン と同様の 方式 を有
すると思 われ る本件 マ ンシ ョ ンに つ い て ､ 管理費等の性質 に閲し適切な判断をしたもの と
は言えず, 結論として は ､ 毎月 の管理費等の支払請求権に つ い て ､ 基本権たる定期金債権
から派生す る支分権たる定期給付債権 と した最高裁の判断は適切なもの で あっ たと考 え
る ｡ ただ ､ 最高裁が , 右に述 べ た点につ いて十分に認識して いたか否かは必ずしも明らか
では ない ｡
2 民法 - 六九条通用 の適否
それで は, マ ンシ ョ ンの 管理費等が定期金債権 ( - 六八条) から派生する支分権と して
民法 一 六九条に従 っ て 五年の消滅時効にか か るとする と実際上問題が生じるか ｡ 次に この
点を見 て い こう｡ 民法 - 六九条の趣旨を､ 同 一 内容の給付が定期的に反復 ･ 継続 して 発生
する定期給付債権に つ いて ､その 債務不履行が継続的に繰り返されて い るにもかかわらず,
債権者が ､ 債権債務関係を解消する ことも時効中断の 措置を講じる ことも しない状態が継
続して い るような場合に , このような関係を, 時効消滅という形で 比較的早期に清算し安
定さ せ よう とするもので あると理解する と , 管理費等につ い ても , 賃料や給料等 と同じく ､
同条を適用する ことに つ いて何ら問題は生じない と思われる ｡ また ､ 本件において は ､ Y
がⅩから請求されたの は､ 当該住戸の前区分所有者の 滞納分で ある ことからも (Yは ､ 自
己の 入居以降の 管理費等に つ い て は支払っ て い るもの と思 われ る ｡)､ 同条を適用する こ
とは実質的にも妥当であろう ｡
六 結びに代えて
最高裁 の 補足意見にお い て は､ ｢経常的な経費を賄うために徴収され る通常の 管理費と
は別 に ､ 共用部分の経年鋸化等に対処するための修繕費用は必ず必要なもの で あ+ り ､ ｢修
繕積立金 につ いて は､ 短期消滅時効の 適用 により, 不誠実な 一 部の滞納者が容易に免れる
結果 とならない ようにするための 適切な方策が､ 立法措置 を含め十分に検討され る ぺ きも
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の と考える+ と述 べ られて いる ｡ また､ 控訴審において は , 管理費等を短期の 消滅時効に
かか らせ る こ とは , 管理組合ない し滞納区分所有者以外 の 区分所有者 の犠牲にお いて ､ 滞
納区分所有者を不 当に利す る こ とになり, その 不当性は無視 し得ない (3 (3) 参照) と
述 べ て い る ｡ この ような滞納管理者 に対す る措置として ､ 本最高裁判所 の 判断をも含む現
行法制の もとで どの ような有効な方法がある の か､ もし, 現行法制で は限界がある と した
場合に ､ それで はどの ような立法措置がある の か は, 今後早急に検討を要 しよう ｡
立法措置 として は ､ 管理費 ･ 修繕積立金につ いて短期の消滅時効を改め るとい う方向(管
理費等に つ いて は - 六 九条 の適用 か ら除外する等 ｡) が適切なの か ､ 他 の 方向が適切なの
か ､ また ､ 坂に , 時効制度を改める という方向を選択した場合に ､ 管理費と修繕積立金 と
を区別す べ きなの か否かとい っ た点も論点 となろう｡
なお ､ 消滅時効に関して の 立法措置を検討する にあたっ て は ､ 当該立法の 適用 を受ける
国民 ､ 特に マ ン シ ョ ン等の 管理組合ない し区分所有者の意向を十分に考慮する必要が あろ
う｡ なぜならば ､ 管理費等の消滅時効 の期間につ い て ､ これを 一 般債権 と同様の - 0年と
するの か ､ そ れ ともたとえば五年とい っ た短期にするの か とい っ た問題は , 法理論的な問
題とい うよりも ､ 改策にかかわる問題で あり ､ そ こで の 政策判断において 最も重視す べ き
点は , 一 般の区分所有者が何を望むかという点で あると思われ るからで ある ｡ た とえば,
区分所有者に対 し､ 次の ような意向調査を実施する ことが考えられ る ｡
《滞納管理費等に関する意向調査》
あなた の 居住して い る マ ンシ ョ ンの ある区分所有者が管理費および特別修繕費 (修繕積
立金) を長期間滞納して います ｡ あなたは､ 次の 2つ の考 えの うち ､ 法律の あり方 と して
どちらが妥当だと思い ますか｡
1 管理組合 ( 実際に は理事会) として は､ 管理費の滞納が あっ た場合には ､ それ へ の 措
置 を迅速に とる べ きで あるが ､ 仮に ､ 迅速な措置がとれなかっ たときには ､ 一 般の債権
の消滅時効の 期間で ある 1 0年で はなく ､ た とえば5年の 消滅時効にかけて 5年以上経
つ て い る滞納分に つ いて は消滅させて 対応 した方が､ かえっ て , 以後の管理組合の迅速
な対応措置 を促 し ､ また , 会計処埋上や理事会等の負担 (たとえば, 担当理事等が頻繁
に督促をする) とい っ た点からも望ましい ｡
2 1と同様 に ､ 管理組合 (実際には理事会)として は ､ 管理費の滞納が あっ た場合には,
それ へ の 措置を迅速 にとる べ きで あるが ､ 仮に ､ 迅速な措置が とれなか っ た ときに は,
一 般 の債権の 消滅時効の期間で ある 1 0年の 消滅時効にか ける べ きで あり､ たとえば5
年とい っ た短期の消滅時効にか ける とする こ とは望 ましい ことで はない ｡ この ために､
管理組合の迅速 な対応措置が必ずしもなされない こ とになり､ また､ 会計処理や理事会
等の負担 とい っ た問題は生じるかも知れないが ､ この ため に短期の 消滅時効を認める ベ
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きで はな い ｡
筆者は , 基本的に1 の 立場の方が妥当で ある と考 えるが､ 多く の 区分所有者は 2の 立場
の 方を妥当 とする こ とも十分考 えられる o もし, 調査の 結果 ､ 2の立場を妥当とする者が
かなりの数を占めた場合には ､ 2の 方向で の 立法措置を講じる ぺ きで あろう ｡
惨 考文献】 本件控訴審に関する評釈として は ､ 舘幸嗣 ･ 日本 マ ンシ ョ ン学会誌マ ンシ ョ
ン学 一 五号 一 三 一 貫 (控訴審の 立場 に賛成), 野 口恵三 ･ N B L七四 一 号七二 頁 (控訴審
の立場に賛成) があり､ 最高裁に関する評釈として は ､ 舟橋哲 ･ 市民 と法三 0号八 七頁(負
高裁 の立場 に賛成) がある ｡ また ､ 本件控訴審と同様の 判断をした前掲東京地判平成九年
八月 二 九 日の評釈 として ､ 奥川貴弥 ｡ 玉 田弘毅はか編 『マ ン シ ョ ンの裁判例 〔二版〕』 (有
斐閣) 二 0 八貢がある (同判決に反対)｡
- 13 -
